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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第79期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第80期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第79期

会計期間

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
６月30日

自　平成22年
４月１日

至　平成22年
６月30日

自　平成21年
４月１日

至　平成22年
３月31日

売上高 (百万円) 4,912 6,354 21,691

経常損失 (百万円) △545 △1,186 △2,174

四半期（当期）純損失 (百万円) △324 △1,545 △2,648

純資産額 (百万円) 37,183 33,034 34,900

総資産額 (百万円) 77,151 91,358 89,472

１株当たり純資産額 (円) 611.59 543.10 573.81

１株当たり四半期（当

期）純損失金額
(円) △5.34 △25.47 △43.65

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益
(円) － － －

自己資本比率 (％) 48.1 36.1 38.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 1,576 167 3,555

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,012 △2,081 △20,235

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △566 2,161 12,599

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高
(百万円) 3,814 982 735

従業員数 (名) 866 844 848

（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当社グループは当社、子会社５社及び関連会社２社より構成されており、金属チタン事業のほか、プロピレン重合用

触媒、超微粉ニッケル等の電子部品材料を製造、販売する機能化学品事業を主な事業としております。

　この他に親会社であるＪＸホールディングス㈱とその子会社の新日鉱ホールディングス㈱とその子会社の日鉱金属

㈱があります。ＪＸホールディングス㈱は石油精製販売事業、石油開発事業、金属事業を行う子会社およびグループ会

社の経営管理ならびにこれに付帯する業務を事業としている会社であります。新日鉱ホールディングス㈱は、石油、金

属及び電子材料等それぞれの製造、販売を事業としている中核事業会社の持株会社であります。日鉱金属㈱は、新日鉱

ホールディングス㈱の100％子会社であり、非鉄金属製錬業を主な事業の内容としております。当社と関係会社の事業

上の位置付け並びにセグメントとの関連は次のとおりであります。

　

セグメント 主要製品 主要な会社

金属チタン事業
スポンジチタン、チタンインゴット、高純度チタ

ン、チタン加工品

当社、トーホーテック㈱、㈱テスコ

Toho Titanium America co., Ltd.

Toho Titanium Europe co.,Ltd.

機能化学品事業
触媒製品（プロピレン重合用触媒）、電子部品材

料（超微粉ニッケル、高純度酸化チタン）

当社、

Toho Titanium America co.,Ltd.

Toho Titanium Europe co.,Ltd.

東邦マテリアル㈱　

　

　事業の系統図は次のとおりであります。
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３【関係会社の状況】

　当社の親会社である新日鉱ホールディングス㈱は、新日本石油㈱との共同株式移転により、平成22年４月１日に統合

持株会社であるＪＸホールディングス㈱を設立しました。

　これにより、新日鉱ホールディングス㈱がＪＸホールディングス㈱の完全子会社となったため、ＪＸホールディング

ス㈱は新たに当社の親会社に該当することになりました。

名称 住所
資本金

（百万円）　
主要な事業の内容

議決権の所有
割合及び被所
有割合（％）

関係内容

（親会社）

ＪＸホールディングス㈱

東京都

千代田区
100,000

石油精製販売事業、石油

開発事業、金属事業を行

う子会社およびグループ

会社の経営管理

（被所有）

42.6

（42.6）　

当社の親会社で

ある新日鉱ホー

ルディングス㈱

の親会社であり

ます。

　（注）１．ＪＸホールディングス㈱は、有価証券報告書提出会社であります。

　　　　２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。　

　なお、新日鉱ホールディングス㈱及びＪＸホールディングス㈱は、平成22年７月１日をもって新日鉱ホールディング

ス㈱が保有する当社株式をＪＸホールディングス㈱に承継させる吸収分割を行い、ＪＸホールディングス㈱が当社の

主要株主である筆頭株主に該当することになり、新日鉱ホールディングス㈱は当社の親会社及び主要株主である筆頭

株主に該当しないことになりました。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社における状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数（名） 844

（注）　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数（名） 784

（注）　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

    (1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

金属チタン事業 4,032 94.5

機能化学品事業 2,457 122.1

合計 6,489 103.3

（注）１　金額は売価基準で算出しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注実績

　受注生産は行っておりません。

　

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

金属チタン事業 4,197 129.5

機能化学品事業 2,157 129.0

合計 6,354 129.4

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

新日本製鐵㈱ 926 18.9 1,782 28.1

三井物産メタルズ㈱ 956 19.5 1,247 19.6

三菱商事㈱ 795 16.2 ― ―

　　　３　当第１四半期連結会計期間の三菱商事㈱については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しました。

　　　４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況　

資産の部は、棚卸資産の増加を主因に、前連結会計年度末に比べ18億86百万円の増加となりました。

負債の部は、借入金の増加等により、前連結会計年度末に比べ37億52百万円の増加となりました。

少数株主持分を含めた純資産の部は、利益剰余金の減少等により前連結会計年度末比18億65百万円の減少となりま

した。以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の38.9％から36.1％となりました。

②資本の源泉及び資金の流動性の分析　

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等調整前四半期純損失12億21百万円、棚

卸資産の増加４億１百万円等による減少がありましたが、減価償却費24億23百万円等による増加があり、１億67百万

円のプラスとなりました。当第１四半期連結会計期間は、現金等を原資として、生産能力増強工事等の設備投資を行っ

ております。　

　

(2）経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における事業環境については、一昨年から続いていた世界経済の後退も、新興国経済の

回復を背景に一部で回復も見られるようになりました。　　　

このような中で当社の売上高は、金属チタン、機能化学品ともに販売量が増加して前年同四半期比29.4％増の63億

54百万円となりましたが、損益については若松工場が営業運転を開始し減価償却が始まったことから前年同四半期に

対し悪化し、営業損失10億８百万円、経常損失11億86百万円、四半期純損失15億45百万円となりました。

　

金属チタン事業　

金属チタンの事業環境は、新型航空機ボーイング７８７の納入開始時期が固まりつつあり、また一般工業分野の一

部での需要回復も見られますが、全般的には力強いものとはなっていない状況にあります。

このような状況の下で、当社の販売量については、スポンジチタン、チタンインゴットともに前年同期に対し増加い

たしました。しかし、本年４月に営業運転を開始した若松工場の減価償却費が営業費用に加わったことを主因に損失

を計上することとなりました。

これらの結果、当事業の売上高は41億97百万円（前年同四半期比29.5％増）、営業損失は10億65百万円（前年同四

半期は営業損失２億56百万円）となりました。

　　

機能化学品事業

触媒製品については、プロピレン重合用触媒「ＴＨＣ」の売上高は前年同期に対し増加いたしました。

電子部品材料の主要製品は、超微粉ニッケル、高純度酸化チタンであります。主要用途である電子部品の需要はアジ

アを中心として拡大し、電子部品材料の売上高は前年同期に対して増加いたしました。

これらの結果、当事業の売上高は、21億57百万円（前年同四半期比29.0％増）、営業利益は、４億15百万円（前年同

四半期比21.9％増）となりました。

　

（注）当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しており、マネジメントアプローチに基づく報告セグメントの区分に変更しておりま

す。しかし、セグメント情報の区分に変更はないため、対前年同四半期比を記載しております。
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(3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は税金等調整前四半期純損失12

億21百万円、有形固定資産の取得による支出20億81百万円等による減少はありましたが、減価償却費24億23百万円、長

期借入金の増加額26億78百万円等による収入の増加があり、前連結会計年度末に比べ２億47百万円増の９億82百万円

（前年同四半期末38億14百万円）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失12億21百万

円、棚卸資産の増加４億１百万円等による減少はありましたが、減価償却費24億23百万円等による増加があり、１億67

百万円のプラス（前年同四半期15億76百万円のプラス）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出20億81

百万円等により、20億81百万円のマイナス（前年同四半期20億12百万円のマイナス）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額３億３百万円等の減少

はありましたが、長期借入金の増加額26億78百万円等による収入の増加があり、21億61百万円のプラス（前年同四半

期５億66百万円のマイナス）となりました。

　　

(4）事業上及び財政上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億68百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、当社の若松工場スポンジチタン製造設備が完成したため、当社グループの主

要な設備となりました。当該設備の状況は以下のとおりであります。

事業所名　　　　

　（所在地）

セグメント

の名称
設備の内容

帳　簿　価　額　（百万円）
従業員数

（人）
建物及び

構築物

機械装置及

び運搬具

土地　　　

（面積㎡）

リース資

産
その他 合計

若松工場（福

岡県北九州市

若松区）

金属チタン

事業

スポンジチ

タン製造設

備

11,83630,784

―　　　

（―）　　

[166,000]

1,695 264 44,581143

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品の合計であります。

　　　　　　なお、金額には消費税は含まれておりません。

　　　　２　上記中[　　]は連結会社以外からの土地賃貸借（㎡）であります。　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

①重要な設備の新設等

前連結会計年度末において計画中であった若松工場スポンジチタン製造設備の新設については、平成22年４月に

完了し、操業を開始しております。

これにより、スポンジチタンの生産能力は75％増加しました。

　

②重要な設備の除却等

当第１四半期連結会計期間において、経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画は

ありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年８月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 60,770,910 60,770,910
東京証券取引所

（市場第一部）

株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

単元株式数は100株である

計 60,770,910 60,770,910－ －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年６月30日 － 60,770,910 － 4,812 － 5,872

　

（６）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成22年３月31日の株主名簿により記載しております。

①【発行済株式】

　 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　

議決権制限株式（自己株式等） － － 　

議決権制限株式（その他） － － 　

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　96,300
－

株主としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　60,647,200 606,472 同上

単元未満株式 普通株式　　　27,410 － 同上

発行済株式総数 60,770,910 － －

総株主の議決権 － 606,472 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が75株含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

東邦チタニウム株式会社

神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎三

丁目３番５号
96,300 － 96,300 0.2

計 － 96,300 － 96,300 0.2

（注）　平成22年６月30日現在の自己名義所有株式数及び所有株式数の合計はそれぞれ96,395株になっております。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月

　　 　　 　　 　　 　　 　　

最高（円） 2,581 2,156 2,413 　 　 　 　 　 　

最低（円） 2,118 1,654 1,671 　 　 　 　 　 　

（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当

第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日

本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 982 735

受取手形及び売掛金 4,988 4,863

商品及び製品 5,910 5,685

仕掛品 3,788 3,083

原材料及び貯蔵品 3,097 3,059

繰延税金資産 68 48

その他 3,274 514

貸倒引当金 △1 △2

流動資産合計 22,110 17,987

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 18,591 7,069

機械装置及び運搬具（純額） 42,879 11,129

工具、器具及び備品（純額） 648 427

土地 2,679 2,679

リース資産（純額） 2,234 637

建設仮勘定 472 48,066

有形固定資産合計 ※1
 67,506

※1
 70,010

無形固定資産

ソフトウエア 527 285

その他 54 3

無形固定資産合計 582 289

投資その他の資産

投資有価証券 327 341

長期貸付金 651 652

繰延税金資産 2 3

その他 203 212

貸倒引当金 △24 △24

投資その他の資産合計 1,159 1,184

固定資産合計 69,248 71,484

資産合計 91,358 89,472
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,334 1,208

短期借入金 14,955 14,292

リース債務 758 318

未払法人税等 40 72

賞与引当金 221 450

役員賞与引当金 0 1

その他 1,069 2,786

流動負債合計 18,380 19,129

固定負債

長期借入金 36,588 34,553

リース債務 1,587 351

退職給付引当金 279 260

繰延税金負債 586 246

資産除去債務 875 －

その他 26 31

固定負債合計 39,943 35,442

負債合計 58,324 54,571

純資産の部

株主資本

資本金 4,812 4,812

資本剰余金 5,872 5,872

利益剰余金 22,275 24,124

自己株式 △75 △75

株主資本合計 32,884 34,733

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 77 81

繰延ヘッジ損益 △9 0

評価・換算差額等合計 67 82

少数株主持分 82 84

純資産合計 33,034 34,900

負債純資産合計 91,358 89,472
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 4,912 6,354

売上原価 4,184 6,284

売上総利益 728 70

販売費及び一般管理費

給料及び手当 255 239

賞与引当金繰入額 73 38

役員賞与引当金繰入額 3 －

退職給付費用 17 10

研究開発費 338 268

その他 451 522

販売費及び一般管理費合計 1,140 1,079

営業損失（△） △412 △1,008

営業外収益

受取配当金 3 7

物品売却益 4 7

雑収入 6 10

営業外収益合計 14 26

営業外費用

支払利息 127 166

雑損失 20 37

営業外費用合計 148 203

経常損失（△） △545 △1,186

特別利益

投資有価証券売却益 － 4

国庫補助金 28 －

特別利益合計 28 4

特別損失

固定資産除却損 29 11

固定資産売却損 － 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 25

特別損失合計 29 38

税金等調整前四半期純損失（△） △546 △1,221

法人税、住民税及び事業税 3 2

法人税等調整額 △223 321

法人税等合計 △220 324

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,545

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 0

四半期純損失（△） △324 △1,545
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △546 △1,221

減価償却費 1,056 2,423

賞与引当金の増減額（△は減少） △459 △228

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 △1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 25 19

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △59 －

受取利息及び受取配当金 △3 △9

支払利息 127 166

固定資産除売却損益（△は益） 29 13

売上債権の増減額（△は増加） 3,528 △125

たな卸資産の増減額（△は増加） △680 △401

仕入債務の増減額（△は減少） △957 126

未払金の増減額（△は減少） △25 87

未払費用の増減額（△は減少） △72 △71

未払消費税等の増減額（△は減少） 161 131

その他 8 △602

小計 2,133 305

利息及び配当金の受取額 3 8

利息の支払額 △99 △114

法人税等の支払額 △460 △31

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,576 167

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,030 △2,081

投資有価証券の取得による支出 △45 －

その他 63 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,012 △2,081

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 520

短期借入金の返済による支出 △50 △500

長期借入れによる収入 － 3,000

長期借入金の返済による支出 △100 △322

リース債務の返済による支出 △107 △230

配当金の支払額 △303 △303

少数株主への配当金の支払額 △5 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △566 2,161

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,002 247

現金及び現金同等物の期首残高 4,816 735

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,814

※
 982
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【継続企業の前提に関する重要な事項】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

（資産除去債務に関する会計基準）

「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を、当第１四半期連結会計期間から適用してお

ります。

　これにより、営業損失、経常損失が９百万円、税金等調整前四半期純損失が34百万円増加しております。また、これら

の会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は870百万円であります。

　

　

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

１「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示しております。

　

２前第１四半期連結累計期間において区分掲記しておりました販売費及び一般管理費の「役員賞与引当金繰入額」

（当第１四半期連結累計期間０百万円）は重要性がなくなったため、当第１四半期連結累計期間では、販売費及び

一般管理費の「その他」に含めて表示しております。　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第１四半期連結累計期間において区分掲記しておりました営業活動によるキャッシュ・フローの「役員賞与引

当金の増減額（△は減少）」（当第１四半期連結累計期間△０百万円）は重要性がなくなったため、当第１四半

期連結累計期間では、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 46,149百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 43,770百万円

２　　　　　　　――――

　

２　当社においては、設備資金の効率的な調達を行うため

取引銀行１行と借入コミットメント契約を締結してい

る。

　当連結会計年度末日における借入コミットメントに

係る借入未実行残高は、次のとおりである。

　 借入コミットメントの総額 18,000百万円

借入実行残高 18,000百万円

差引額     ― 百万円

　 　

３　債務保証

　関連会社の借入金に対して、次のとおり債務保証を

行っている。

３　債務保証

　関連会社の借入金に対して、次のとおり債務保証を

行っている。

新日本ソーラーシリコン㈱ 1,498百万円 新日本ソーラーシリコン㈱ 1,498百万円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,814百万円

現金及び現金同等物 3,814百万円

　

現金及び預金勘定 982百万円

現金及び現金同等物 982百万円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式（株） 60,770,910

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式（株） 96,395

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月19日

取締役会
普通株式 利益剰余金 303 5.0平成22年３月31日平成22年６月10日

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始日から当四半期連結会計期間までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

　

（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（資産除去債務関係）

　資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、当第１四半期連結会計期間の期首残高と比較して

著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　
金属チタン事業
（百万円）

機能化学品事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上

高
3,240 1,671 4,912 － 4,912

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
171 3 174 △174 －

計 3,411 1,675 5,087 △174 4,912

営業利益（又は営業損失） △256 340 83 △496 △412

（注）１．事業区分の方法は、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン、機能化学品にセグメンテーションして

いる。

２．事業区分の主要製品

事業の種類別セグメント 主要製品

金属チタン事業 スポンジチタン、チタンインゴット、高純度チタン、チタン加工品

機能化学品事業
触媒製品（プロピレン重合用触媒等）

電子部品材料（高純度酸化チタン、超微粉ニッケル等）

３．事業区分の変更

事業区分については、従来、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン事業、機能化学品事業及びその

他事業の３区分としていたが、当第１四半期連結会計期間より、金属チタン事業、機能化学品事業の２区分に

変更している。

当社の子会社である㈱テスコについては、平成21年３月末をもって同社の主要事業である環境分析事業を譲

渡し、今後はチタン加工品の需要開拓のための会社として位置づけることとした。このため同社については、

従来「その他事業」に含めていたが、「金属チタン事業」に変更した。これに伴い、「その他事業」について

は廃止した。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報を、当第１四半期連結累計期間において用いた事業区分

の方法による区分すると次のとおりである。

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　
金属チタン事業
（百万円）

機能化学品事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上

高
8,064 2,267 10,331 － 10,331

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
244 5 249 △249 －

計 8,309 2,272 10,581 △249 10,331

営業利益（又は営業損失） 2,669 568 3,238 △653 2,584

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める国内の割合が90％を超えているため、記載を省略している。

　

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　 米州 欧州 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 986 492 656 2,136

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 4,912

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
20.1 10.0 13.4 43.5

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）米州　…米国、カナダ

(2）欧州　…イギリス、フランス、ドイツ

(3）アジア…韓国、台湾、中国
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３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額である。

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、製品別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事

業活動をしております。

　したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「金属チタン事業」、「機能

化学品事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「金属チタン事業」はスポンジチタン、チタンインゴット、高純度チタン等を生産しております。「機能化学品事

業」はプロピレン重合用触媒、超微粉ニッケル、高純度酸化チタン等を生産しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

　 　

 

報告セグメント
　
 四半期連結損益

計算書計上額

（百万円）

（注２）　

金属チタン事業
（百万円）　

機能化学品事業
（百万円）　

計
（百万円）　

調整額

（百万円）

（注１）　

売上高    　  

外部顧客への売上高 4,197 2,157 6,354     ― 6,354
セグメント間の内部売上高又は
振替高

224 1 226 △226     ―

計 4,422 2,158 6,580 △226 6,354

セグメント利益又は損失（△） △1,065 415 △650 △357 △1,008

　（注）１.セグメント利益又は損失の調整額△357百万円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び試験研

究費であります。

 ２.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

543円10銭 573円81銭

　

２　１株当たり四半期純損失額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失 △5円34銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

１株当たり四半期純損失 △25円47銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載していません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）（百

万円）
△324 △1,545

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △324 △1,545

普通株式の期中平均株式数（株） 60,674,771 60,674,520

　

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

親会社の異動

　当社の親会社である新日鉱ホールディングス㈱及びＪＸホールディングス㈱は、平成22年７月１日付で新日鉱ホー

ルディングス㈱が保有する当社株式をＪＸホールディングス㈱に承継させる吸収分割を行いました。

　これにより、ＪＸホールディングス㈱が当社の主要株主である筆頭株主に該当することになり、新日鉱ホールディン

グス㈱は当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に該当しないことになりました。

　

　（新日鉱ホールディングス㈱の概要）

　（１）名　称：新日鉱ホールディングス㈱

　（２）所在地：東京都港区虎ノ門二丁目10番１号

　（３）代表者：代表取締役会長　清水　康行

　　　　　　　　代表取締役社長　高萩　光紀

　（４）事業内容：石油製品、非鉄金属製品、電材加工製品の製造・販売等を行う子会社の経営管理等

　（５）資本金：73,920百万円

　

２【その他】

　平成22年５月19日開催の取締役会において、平成22年３月31日の最終名簿に記載された株主に対し、次のとおり期末

配当を行うことを決議しました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　 303百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　５円00銭

③　支払い請求権の効力発生日及び支払開始日　平成22年６月10日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

平成21年８月12日

東邦チタニウム株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒　　澤　　誠　　一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渥　　美　　龍　　彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

邦チタニウム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結

会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。　

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦チタニウム株式会社及び連結子

会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

　

以　上　

　 

　
（※）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

平成22年８月６日

東邦チタニウム株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 渥　　美　　龍　　彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 山　　崎　　一　　彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

邦チタニウム株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月

１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦チタニウム株式会社及び連結子

会社の平成22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上　

　 

　
（※）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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